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第四節 コミュー ン財政 と地区議会

総 括～地域経済のグローバル化と

現代的都市経営

第三節 セグリゲーションと住宅カンパニー

イエテボリコ ミュー ンの住宅政策の課題は

次の様 に整理で きる。第一 に,移 民/難 民の

集中地域 の出現,す なわちセグリゲー ション

への対応 とい う地域問題 に結び付いた住宅対

策である。第二に,1970年 前後に大量に建設

された公営住宅の経営/管理上の問題である。

公営住宅の建設地域 に移民 ・低所得者が集中

する現状 は,対 応を一層困難なものにしてい

る。第三に,コ ミュー ンの人口の増加に伴 う

住宅需要の増加への対応である。住宅需要へ

の対応は,若 年世帯の郊外 コミューンへの転

出が見 られる中で,コ ミュー ンの税源を維持

する上でも重要 といえる。

以下では,住 宅カンパニーの経営 と,セ グ

リゲー シ ョンへの対 策 とい う二つの側面 か

ら,イ エテボリの住宅政策を検討する。

(1)FABの 設立 と経営

住宅カンパニーの役割 と経営状況 との評価

に際 しては,イ エテボリでの人口と住宅需要

の推移,お よびセグリゲーシ ョンの動向を念

頭 に置 く必要がある。 イエテボ リでは戦後の

人口増加 を背景にコミュー ンによる公共サー

ビスが拡大 されてい き,と りわけ1960年 代

には住宅水準の向上が,保 育サービスの充実

と並ぶ大 きな政治的な争点になった。 この間

にイエ テボ リでは,1960年 代後半か ら1970

年代初めに掛けて,多 くの周辺 コミューンを

合併 して市域 を拡張す ると共 に,コ ミュー ン

による土地 の買収 を進めていった。これはコ

ミュー ンの公営住宅建設 を,政 府 の"住 宅

100万 戸計画"に 連動 して積極的に進める条

件 となった。

1974年 の造船危機 と人 口減少への転換は,

こうした公営住宅の経営に重大な危機 をもた

らした。 とりわけコミュー ンがまとまった住

宅団地 を建設 した地域では,空 き家率が増大

す る中で,移 民 と低所得者の集中地域 になっ

ていった。 この傾向は,イ エテボリの人口が

1980年 代半ばか ら増加 に転 じた後 にも引 き続

き,1980年 代末にはこれら地域の空 き家率は

50%に も達 して,こ の地域の公営住宅の経営

を担 当するカンパニーは,経 営危機 に直面 し

ていた16}。

こ うした状況 を背景 として1992年 に,持

ち株 会社 としてのFABを 設立 して,そ れま

で独 自に公営住宅の経営 を担 当していた5つ

の カンパニー を統合す る改革が実施 された。

この統合は,8000戸 の公営住宅を売却 して債

務の一部 を返済することによって経営 を身軽

に した上で行われてお り,カ ンパニー相互の

資金援助 を可能にする と共に,持 ち株会社 の

信用力を用いて金融市場か らの資金調達力を

向上 させ ることに主眼があったようである。

現在FABは,9つ のカ ンパニー を統合す る

持 ち株会社 として,グ ループ内のカンパニー

を通 じて69,300戸4,400,000㎡ のアパー トと

560,000㎡ の事務所 など非居住 スペースを所
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有 して お り,総 資 産 額 は,24,476msekに 上

る。 またFABの ボ ー ドメ ンバ ー は,コ ミュ

ー ン議 会 の 各 党 の議 席 配 分 に 応 じて11名 が

任命 され て い る。

イエテボ リでの住宅需要の特徴 として,高

所得者層は海岸 部に近 い地区 に住宅 を求める

傾向があ り,結 果的にこの地域の住宅価格の

高騰 を招 い てい る。 これ に対 して30歳 代層

の世帯は,よ り住宅価格が低 くて地方税率 も

低い周辺の郊外 コミュー ンに住居 を求める傾

向があ り,こ れが この世代の転出超過 をもた

らしている。一般的なスウェーデ ンでの住宅

需要 スタイル として,所 得の上昇 と共に貸家

か ら持ち家そ して戸建 て住宅 を求め る傾 向が

あ り,こ れ に照応 してコ ミュー ン内に多様 な

住宅を提 供す るためには,賃 貸住宅の建 設 と

共に コーポ レー ト住宅へ の転換が重要 とされ

てい る。 こ うした中 でFABに はコ ミュー ン

か ら,事 業 を通 じてイエテボリの発展 と住宅

政策に対す る市民の影響力 を高めること等 の

任務 が課 されてお り,具 体的 には多様な住宅

要求に対応す るとい う意味で も,ミ クス ド ・

デ ィベ ロプメ ン ト(mixeddevelopment)が

重視 されている。

(2)セ グ リゲ ーシ ョンの拡大

住 宅政策 についての重要 な課題は,セ グ リ

ゲー ションの拡大,と りわけ移民集 中地域へ

の対策であ る。ス ウェーデ ンの移民 は,移 民

や難民の受 け入れ に寛容 な従来か らの政策を

反映 して,1960～1970年 代の労働力移民か ら

難民の受け入れへ と転換 したことが特徴 であ

り,そ の多 くは都市部に集 中 している。難民

の母国は,旧 ユー ゴ諸国やソマリアなどのア

フリカ諸国 また最近ではイラクか らの難民が

増加 してお り,1990年 代 には旧ユーゴ諸国か

ら10万 人を,ま た最近ではイラクから9000人

を越 える難 民 を受 け入れて いる17>。他方 で,

単純工程の業務が海外 に移転 して縮小する中

で,就 職難が移民 とその第2世 代に集中する

傾向があ り,同 時 に不 熟練 ・低所得 のス ウェ
ーデ ン人 と雇用 が競合 している。 このため,

従来 は社会民主労働党の支持基盤だった低所

得者 と移民 の集中地域 で,移 民排斥 を唱える

極右 政党(ス ウェーデ ン民主主義党)が 急速

に支持を拡大するとい う現象が見 られる。

イエテボリコミュー ンの資料では,コ ミュ
ー ン内のセ グリゲーシ ョンが進んだ とされる

地域 の人 口は約85000人 で,そ の50～70%は

本人又 は両親のいずれかが西側先進諸国以外

の外 国で出生 した住民 である。 この内の外 国

の出生地で は,イ ラクを始め ソマ リアや旧ユ

ーゴ地域の住民 が多 い とされてお り,所 得援

助(socialbenefit)の 受給者は地域 によって

は30～35%に 上 る。 問題 はこれ らの人 々が

社会 的な保護の受給者 の立場 に滞留 するだけ

でな く,そ の子 どもの世代 にも引 き継 がれ る

ことである。 また難民 の多 くが民主主義的 な

社会制度の下で権利 を行使 した経験 を持 って

お らず,地 方政治での選挙権 を与え られてい

て も投票率が著 し く低 いこ とが問題視 され て

いる。イエ テボ リコミュー ンで は,こ うした

難民 ・移民 の 自立 した社会 参加 を促す ため

に,地 方議会選挙へ の投票率 を高め るな どの

事業 を,専 任のチームを設けて進めている。

ス ウェーデ ン政府 は,問 題が集中する大都

市地域 を対象 に自治体 との共 同で,地 域対策

事業(メ トロポ リタン ・プログラム)を 実施

した。背景 として説 明されて いるのは,1990

年代 の経済不況が と りわけ移民 などの社会的

に不 利な立場にある地域 と人 々に,大 きなダ

メージを与 えたことであ り,「階級社 会が今や

入種 的な側面 を持つ に至 ったこと」である'8)。

これ を受 けてイエ テボ リで2000～2005年 の 間

に,四 つの地域 を対象 に,国 庫補助の他 に12

億sekの 資金 を投 じて事業 が実施 された191。

FABは 事業 を通 じて重要 な役割 を果 た した と

される。

この事業 を総括 した報告書 では,次 の点 を

成果 として指摘 している。第一 に,子 ども達

のス ウェーデン語の習熟程度 に合わせた教育

が実施 されると共 に,母 国語 と平行 した教育

やそのための技 法の開発,ま た教師の専 門性

の向上が進 められた ことである。第二に,ス

ウェーデ ン語の習熟や交流機会の保 障な どを

含む成人教育が,雇 用機会 の拡大 とも併せ て

進め られたこと。第三に,地 域 レベ ルの情報

交換 のための地域誌の発行や,情 報 を提供 し
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相談に応 じる専任ス タッフを配置 した地域拠

点の整備 な どが,ス ポー ツクラブの組織化 な

どと合 わせ て進め られた こと。第四に,地 域

の暴力行為 な どを一掃 する地域活動が進め ら

れたこ と。

FABグ ルー プは,そ の住 宅資産が セグ リ

ゲーシ ョンが進む地域 の多 くを含む という資

産保有 の特徴の結果,こ れ ら地域の再 開発は

事業 の重要 な柱 となっている。 こうした事 業

のシ ンボル的な位置 にあるのが,ゴ ル ドステ

ン地域 の再 開発であ る。 イエテ ボリの中心 部

か ら13kmに 位置す る入口約7000人 のこの地

域 では,1970年 前 後 に 『住宅100万 戸計画』

の下 で建設 された住 宅が集中 してお り,1980

年代 には空 き家率 も増大 して犯罪の温床 とも

されていた。反面で この地域は,日 本の大都

市近郊の住宅団地 よ りも緑 も多 く,一 戸当た

りの面積 などもイエテボ リの一般的な住宅に

比 して遜色 は無いが,外 観が単調なためにス

ウェーデ ン人 には人気が悪かった ということ

である。

この地域の再 開発 に向けて,FABの 下 に開

発主体 と して子会社 のカ ンパニーであるゴル

ドステ ン住宅ABが1997年 に設立 された20)。

新会社で は,正 副 の代表者以外 のボー ドメ ン

バー は地域 の住民 か ら選 出する と共 に,地 域

の住 民 に よる各種 の ワー クシ ョップを組織

し,一 階のスペースでの菜園設置や,緑 地 に

面 して子 どもの姿 が見 える集合洗濯室の設置

な どを含 む リニ ューアル を実現 してい った。

現在 ゴル ドステ ン住 宅ABで は,当 初 に引 き

継いだ2000戸 の住宅 に加 えて,周 辺700戸 の

住宅 を経営 して地域全体の再 開発 を進めてお

り,以 前 には新規住宅建設の対象外 と考 え ら

れていた この地域 で,コ ーポラティブ住宅や

戸建て住 宅の建設 を通 じた,ミ ックス ド・デ

ィベ ロプメ ン トの促進が進め られている。経

営的 には,ゴ ル ドステ ン住宅ABの 総資産額

は620msek(2007年 度末決算)で 各年度の税

引 き前利益 は,2005年 度以降10msek程 度の

黒字になっている。同時に,住 宅の建替 えや

改装 を含 む地域再生 に平行 して,地 域の失業

者 を対象 としたガーデニ ングや施設管理者 に

なるための訓練 コースな どが実施 され,先 述

したBRGな どの支援 も得 て約40社 の起業 と

1500人 の雇用確保 を実現 した とされる。

この再開発事業 は,今 後 のモデルともされ

ているようである。 ゴル ドステ ン地域が含 ま

れるグンナル ド地 区の再 開発計画では,2020

年 までに現在45000人 の人ロ を75000人 まで

増やす とされてい る21)。都心か ら電車 で20～

30分 程度の距離 にあ り自然 にも恵まれたこの

地域での,計 画実現 の鍵 を握 るのは住宅の建

設であ り,FABの 再 開発/住 宅建 設事業 は,

住宅開発 が ビジネス として も成功する ことを

示す ことに よって,民 間会社の住宅開発 を促

す ことと位置付 け られている。

(3)セ グ リゲーシ ョンと住宅政策

FABを 要 とす る イエ テ ボ リの住宅 政策の

特徴は,次の ように整理す ることが出来 る。

第一 に,セ グ リゲー シ ョンと住宅政 策に関

連 した特徴 である。低所 得者集 中地域 として

のイメージを一掃す る ミクス ド・デ ィベ ロプ

メン トに向けた再開発が,セ グ リゲーシ ョン

が進む地域対策の要 におかれている。 セグリ

ゲーシ ョン地域の再開発 は,低 所得者 を追い

や るスラムクリアランス とは対照的な地域 の

再生事業 として,自 治主体 の形成や再 開発 に

伴 う雇用機会 を移民の就 業の場 に活用す る政

策 とも一体的 に進め られている。 こう した政

策が,中 間所得層の コミュー ン内での住宅 を

保障す ることを通 じて,地 域社会の安定 とコ

ミュー ンの税 収基 盤の確保 にも貢献 している

ことは重要である。

第二 に,FABグ ルー プの経営 とその内容

であ る。表13に 見 られ る ように,全 体 とし

てのカ ンパニーの経営 は,イ エテボリでの人

口増加 に伴 う住宅需要 の拡大 を背景 に良好 な

ことであ り,グ ループが保有する貸家住宅 の

空 き家率(2006年 度)は0.1%に 止 まる。 イ

エテボ リで の住 宅価格 平均 の2006年 の対前

年上昇率は11%,コ ーポ ラティブハ ウスでは

2%に 上 ってお り,こ れ に伴 いグル ープの 固

定資産 の実勢価値 は帳簿価格23,102msekに

対 して44,910msekに 達 していて,グ ルー プ

による金融市場での資金借 り入れを容易 に し

ている。良好 な経営の前提 は,イ エテボリへ
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表 ―13FABグ ル ープ連結決算msek

年度 2002 2003 2004 2005 2006

総資産 22,096 23,015 23,685 24,429 24,477

自己資本 5,500 5,924 6,610 7,189 7,615

資本/総資産率% 24.9 25.7 27.9 29.4 31.1

賃料収入 3,787 3,912 4,082 4,166 4,182

純利益(税引き前) 220 579 933 808 447

投資 1,346 922 928 848 675

F6rval七ningsABFramtidenAr皿ualReport2006

の産業 と人ロの集 中が長期的に継続す るこ と

にあ り,そ の限 りでの一定の不安定 さを抱 え

なが らも,経 済拡大 の成果 を地域社会の安定

化 につなげる役割 を果た していると言える。

第三 に,新 規 の住宅建設 に際 しては,コ ミ

ュー ン議会の意向を反映 して,中 間所得層の

住宅需要 を重視 した形での住 宅建設が進 め ら

れていることである。 とりわけ賃貸住宅の建

設 と共にコーポ レー ト住宅への転換が強調 さ

れてお り,結 果 的には中間所 得 ・高所得層の

郊外化 に対 する,歯 止めの役 割を果た してい

るとい える。同時 に,住 宅 カ ンパニーが コ ミ

ュー ン外 の資産を保有す ることは法的に も認

め られて お らず,イ エテ ボ リでの人口増加 に

伴 うカンパニーの資産価値の増加 と経営上 の

利益 は,コ ミュー ン内での住宅資産 に投資 さ

れる。 これは,人 口増加 に伴 う集積利益 を地

域に内部化す る という点で も,評 価す ること

が出来 るであろう。

(1)地 区議会の概要 と財政

イエテボ リでは,21の エ リアごとに設 けた

地区議会 に,福 祉 ・文化 ・教育 に関わる事業

の予算 と執行権 を委任 す る制度がほぼ定着 し

ている。 この地 区議会 は,B本 で一般 に想定

され るような住民参加 ・協議のためのシステ

表一14各 分野での手数料収入などを除く経常費へのコ ミュー ン補助金

2006年 度 経常勘定msek

地区議会/委員会 コ ミュー ン補助 金

地区議会 14,512

教育 1,548

土地/住宅 一207

イ ンフラ/環境 1,367

文化/レ ジヤー 600

他 592

合計 18,413

GothenburgAnnualreport2006
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表一15全 地 区 議会 の2007年 度 収支(OperationalAccounts)

経費 手数料/補 助金収入 純 コス ト* コ ミュー ン補助金 2007年 度利益

18,567 4,208 14,358 14,512 154

*純 コス トは,支 出額か らコミュー ン補助金以外の手数料等収入 を除 いた額

ムで はな く,各 々が独 自の執 行機関 と1000

名を超 える職員 を有 して政策 を実施す る独立

の機関であ る。

地 区議会の設置経過では,イ エテボリコミ

ュー ンが多 くの周辺 コミュ ーンを合併 して現

在の市域 となった1974年 に,地 域の実態 を

コミュー ンの政策 に反映 させ るための諮問機

関的な地域組織が設置 され,そ の後 の改革 を

経て1990年 に,21の 地 区議会 を発足 させ て

いる。地 区議会の設立理 由 としては,市 民 と

決定権者 との接点 を広げ る事 によって市民の

影響力 を高 めるこ とと共に,そ れ までコ ミュ
ー ンレベ ルで部 門別委員会によって縦割 りに

進め られて きた各分野のサービスを,地 域 レ

ベルで統合す るこ とによる効率化を 目指 した

もの とされ てい る22)。各地 区議 会は,コ ミ

ューン議会 の議席数 に比例す る形で各党か ら

指名された議員(11名+代 理6名)で 構成 さ

れ てお り,コ ミュ ーンの業務の うち,保 育

所 ・学校,高 齢者のケア,個 人 ・家族への所

得援助,障 害者 ケアお よび文化活動の実施が

委任 され ている。地区議会 には,付 与 された

財政の範 囲内で事務 を執行す る権 限 と共 に,

コ ミュー ンが定 めた政策優先事項 を守 る責任

があるとされ る。

コミュー ンによる地区議会 のコン トロール

は,コ ミュー ン執行委員会が各地区議会の状

況 をモニ タリング して,例 えば或る地区議会

で コミュー ンが定 めた"プ レスクールの入所

に4ヶ 月以上待 たせ ない"と いう目標 に著 し

い立ち遅 れが見 られれば,指 摘 して是正 を促

す とい う形 を とる。ただ し,地 区議会が これ

に対応 しない場合 にも,コ ミュー ン執行委員

会がその地 区議会 の予算配分 の変更を直接指

示することは出来ない23)。

(2)地 区議会の財政

地区議会の財政面か らの特徴 は,そ の規模

の大 きさであ る。 コ ミュー ンの財政運営 で

は,各 地区議会 と分野別 の委 員会 は事業の実

施 に伴 う使用料収入等 とコミュー ン財政か ら

の補助金 に よって事業 を実施する形 を取 って

いる。

表14に 見 られるように,2006年 度決算による

各部門の経費 に対す るコ ミュー ン補助金の支

出総額は184億sekで ある。 この内訳は地区議i

会へ の補助金が145億sekで 補助金総額の8割

に上 ると共 に,コ ミュー ンの歳入総額 との比

較で見た場合 には,地 方税収 と政府一般補助

金 との合計額193億sekの75%に あたる。

各地区議 会の財 政は,表15に 見 るように,

コ ミューンか らの補助金 とその他事業の手数

料収入な どで構 成 されている。地区議会の財

政に関わって,次 のような特徴が指摘で きる。

第一 に,各 地 区へ の補助 金配分 システムの

特徴 である。各地区には事業 ごとの必要経費

に基づ く補助金で はな くて,人 口や住民構 成

の特徴 を指標 と した金額が,使 途 を特定 され

ない一般補助金 として交付 されている。その

意味で地 区議会 には,一 定の 自治権 を持った

政治単位 としての位 置が与 え られていると言

える。

第二に,各 地区議会へ の補助金配分の積算

方式である。補助金は各地 区の財政需要に対

応す るため に1995年 か ら財源配分 モデルが

用 い られてい て,次 の項 目ご とに積算 して配

分 される24)。

A)基 礎財源:人 口数,生 活扶 助者の数,

他の地 区住民 も利用す る施設 の運営費。

B)追 加財源:19歳 以下の住民の,年 齢お

よび移民や母子世帯な どの社会的状況 に基づ

く積算。

C)追 加財源:20歳 以上の住民の,年 齢お
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表一16平 均所得 の上位及び下位三地区の,平 均所得及び1人 当た り補助金

(2005年 度)

1

地区 人 ロ(A)
平均所得

1000sek

地区の納税

額(B)msek

補助金

(C)msek

B/A

1000sek

C/A

lOOOsek

グ ンナル ド 21628 148 534 861.4 24.7 39.8

ラ リェ ダ ー レ ン 23815 149 558 972.8 23.4 40.8

ベ リ シェ ー ン 14526 118 286 643.6 19.7 44.3

エ ルブスボ リ 18441 299 925 436.4 50.2 23.7

アシム 22420 300 1,105 576.5 49.3 25.7

トシ ェ ラ ンダ 2U34 268 894 533.9 42.3 25.3

AnnualRepor七2005及 び"StatistiskArsbok"よ り作 成

*平 均所 得 は,16歳 以 上 の所 得 のあ る者 の 平均 額

*地 区の納 税 額 は,2005年 度 の 所得 者 数 に平均 所 得 を掛 け た数 値 に,

乗 じて算 出 した概数 である。

コ ミュー ン税率2L55%を

よび高齢者や障害者などの社会的状況に基づ

く積算。

以上の内で,基 礎財源Aと 追加財源BCと

の財源配分の総額は,ほ ぼ50%ず つ となって

いる。

第三に,地 方税収入を主な財源 とす るコ ミ

ュー ン財政 を通 じた各地 区への補助金は,明 ら

かに高所得地域か ら移民集 中地域へ の財源移

転 の側面 を持つ こ とである。表16は,平 均所

得が各々最 も低い3地 区 と最 も高い3地 区 と

の,納 税額 と補助金額 とを見た ものであ る。

実質的に高所得地 区か ら低所得地区への財源

再配分が行 われていることは,表 の数値の上

か らも明 らかである。

(3)地 区議会 のサービス

地 区議会が実施す る充実 した福祉 と教育サ
ービスは,地 域社会へ の信頼や満足感 などの

高さに結果 している。同時に,移 民集 中地区

における再 開発の前提 に,各 地区での図書館

の配置や移 民 に対す るスウ ェーデ ン語教 育,

また若者が集 まる場 と機会 の保障な どの手厚

い対策があることは重要である。

移民 集 中地 区の一つ で あ るグ ンナル ドで

は,人 ロ約22000人 の内で半数が国外で出生

した住民であ り,60以 上の国々か らの移民 と

されている2%こ の地区は ソマ リアや 中東 な

どか らの移民 が最 初 に住 み着 くところで あ

り,例 えばソマ リアか らの難民が居住 した地

域で,水 道水の使用 が急増 したため調べ た と

ころ,"き れいな水 は1日 中流 し続 ける もの"

とい う母国の習慣 に因る ものだったな どの例

も聞かれた。こ うした人々がスウェーデン社

会で 自立す るこ とは容易で ないよ うであ り,

スウェーデ ン社会 で生 き抜 く手掛か りを得た

者は,他 の地域 や郊外 コ ミュー ンに移 ってい

くため,結 局それ以外 の住民が滞留す る地域

になってい るとい う。 セグリゲーシ ョンが進

んだこの地域 では,学 校 にもスウェーデン人

の子 どもが殆 どいないため,ス ウェーデ ンで

生まれた移民の子 どもが満足 にスウェーデ ン

語 を話せ ない とい う事態す ら生 じつ つあ る。

またスウェーデ ン人のように女性 も外で働 く

のが 当た り前 とい う意識 は必ず しも無 いため

就業率 も低 く,所 得 の低 さに拍車 を掛 けてい

る。移民 の中 には母 国か ら家族 を呼び寄せ て,

3部 屋程度の1軒 のアパ ー トに2家 族 で住 ん

でい る場合 もあ り,居 住条件 は最悪 にな る。

グンナル ド地区議会 の財政 は表17の 通 りで

あ り,母 国語 に よる援 助 や教 育 を含 む,福
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表―t7グ ンナル ド地区議会の2007年 度決算概要な ど

2007年 度 財政収入msek

コミュー ン補助金929

他 補助金161

手数料 他ll5

計 工,205

入 ロ22,227人

2007年 度 決算

*純 コス トmsek

担当

職員数
備考

保育所 他127 335 児童数1127人

初等学校289 464 児童数2898人

図書館1余暇19 57
内:住 民 団体 へ の補 助 金

ユ,256,000kr

所得援助251 167 被援助 世帯数1164世 帯

高齢者福祉96 250 在宅ケア216人 施設286人

身体障害者福祉114 213 障害者数382人

他26 119

計922 1605 内フルタイム職員1278人

GunnaredArsredovisning2007よ り作 成

祉 ・教育サー ビスの手厚 さが覗 える。地 区議

会 の活動 で重 点 が置 かれ てい るこ との一つ

は,住 民の 自主活動 や組織への支援であ り,

活動拠点の提供 や財政面 を含めた援助が行わ

れてい る。

(4)地 区議会と住民運動

住民の税負担 と共 に,地 区議会による財政

運営 ・サー ビス内容 と住民 との関わ りは,コ ミ

ュー ンと住 民 との相互関係 を考 える上で も重

要である。以下では,地 区議会 と住民運動 との

関わりを示す事例 を中心に現状 を検証する。

① 地区議会独立運動

表16の 平均所得の高い三つの地区は,いず

れ も独立 した コ ミュー ン化 を要 求 して1998

年に住民投 票が行 われた地域であ る。独立要

求の直接の契機 は,コ ミュー ンか らの補助金

が,こ れ らの地域 での人 ロ増加 と りわけ児童

数の増加 と学校新 設に伴 う財政負担 を,適 切

に反映 して いな か った こ とに端 を発 してい

る。 この内 トシュラ ンダ(Torslanda)で は

SAP(社 会民主労働党)の 議員 を含む半数の

地区議会議員がこれに抗議 して辞職 した。 こ

れを契機に,独 立 した コ ミュー ンになること

が財政的 にも有利 だ とす る主張が,地 区内で

の勢 い を得た。 この地 区で はそれ以前 にも,

移民のための住宅建設 を,反 対運動 を通 じて

中止 させ た とい う経過 を持 ってい る26)。 三

つの地区の独立要求 に対す る政党 レベルでの

受け止め は,そ もそ も政府 に コミュー ン設立

の決定権 限があ るこ とと共 に,穏健 党の支持

基盤で もあ るこれ らの地域 を分離独 立 させ る

ことは,イ エ テボ リ議 会で の穏健 党の勢力低

下 を招 きかね ない こ ともあ って,冷 ややかだ

ったようである。結果的 にこの要求 は,ア ド

バイサ リー な住民投票 の実施 に止 まったが,

注 目され るのはその結果である。 これ ら3地

区以外の イエテボ リ市民の9割 近 くが独立 に

反対 した のに対 して,各 地 区ではいず れ も独

立賛成が50～60%に 達 した。

②地区議会のサービス削減と反対運動

イエ テ ボ リの 都 心 に隣接 す るマ ヨナ

(Majorna)地 区で は2001年 に,コ ミュー ン

に よる財政 配分 に対す る住 民の反対 運動 が,
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激 しく行 われた27)。 その直接の契機は,地域

内にあった四つの小学校 を統 合す るとい うマ

ヨナ地区議会の計画である。統合計画の背景

には,児 童数 の減 少 に応 じて 関連す る財政補

助金 が削 減 された ことや,地 区内にあ る2ヶ

所の高齢者施設(全 市の高齢者 を対象)の 維

持費の多 くがマ ヨナ地 区の負担 とされていた

こ とな どに よる,地 区の財 政悪 化 にあ った。

マヨナ地 区は伝統的な労働者地域である と共

に,最 近 で は公務 員 や 知 識 階 層の 住民 が多

く,SAPと 左 翼党へ の支持 が イエテ ボリで も

最 も強い地域 とされ てい る。反対運 動は総

ての小学校 父母 を巻 き込 んで行 われ,2ヶ 月

を超 える学校 ス トライキ(不 登校 運動)が,

父母達に よる 自主学習会の開催の形で行 われ

た。 この 間に,地 区 レベ ルの政党組織 は完全

に影響力 を失 ってい た といわれ る。当初 は,

マ ヨナ地 区議会 に向 け られて いた抗議 運動

は,コ ミュー ン議会の財政配分 に対する抗議

運動へ と展 開 してい った。 この運動 は,そ の

後 のコミュー ン議会 による補助金配分方法の

若干の見直 しにもつなが った ようである。 こ

の運動は,地 区議会に対す る手厚い財政配分

シス テムが,市 民の具体 的な要求 に直接根 ざ

す ことを示す もの として注 目され る。

③ コミューン財政 と市民運動

ここに紹介 した二つの地区の市民運動 は,市

民 とコミュー ン政治 との相互 関係 を考える上

で示唆的である。手厚 い福祉ノ教育サー ビスの

財源である地方税率の推移 を振 り返る と,1950

年代 に12%程 度だったイエテボリの地方所得

税率(コ ミュー ンとランステ ィングとの合計

税率)は,1970年 前後には30%を 超 えるまでに

増大 した。 その背景にあったのは福祉 サー ビ

スへの市民か らの要求 の高 ま りであ り,保育サ
ービスの充実 などが,1960年 代後半か らの地

域政治の焦点 となったことであった28)。 その

意味で,福 祉サー ビスの供給 を担っている地

区議会への,財 政上の手厚い配分 は,国レベル

での制度 を背景 としなが らも,コ ミュー ン議会

及び各政党 と住民 との,一 定の緊張 を孕 んだ

相互関係 を示す ものといえる。

最近の市民運動 に注 目す るこ とは,コ ミュ
ー ンのサー ビスを支 える政治 的な基 盤 もしく

は担 い手の変化 を考 える上で重要であ る。福

祉国家政策の実現の中で,政党が主要 な役割 を

果た して きたことは明 らかである。 これに対

してスウェーデ ン社会の全般的な傾向 として,

市民 と政府 との政党 を介 した安定的な関係が,
一方での市民の政党離れ と,他 方で地域 的な

政党 の コミュー ン議会への進 出や市民 団体 の

活動 の広が りなどに示 されるように,構 造変

化 を起 こ しつ つあ るこ とが指摘 されてい る。

この点ではマ ヨナ地区の学校統合反対運動や,

高所 得者 の多い三地区での独立要求は,市 民

を公 共サービスの受動的な受 け手 としての側

面か らのみ捉 える福祉 国家観 に,再 考 を促す

ものである。それ は市民を納税者 もしくは政

治的決定の主体 と して捉 えるこ との必要性 を

示す と共 に,社 会的公正 に関わる価値観 が,

市民 もしくは市民社会の内側 か ら形成 される

プロセスに注 目すべ きことを示唆する。

都市経営

経 済グローバル化が大 きく進んでいるイエ

テボ リの都市政策 は,現 代 的な都市経営の あ

り方 につ いての重要な示唆 を与 える と思 われ

る。 その総括 に当た っての主要 な論 点は次 の

通 りである。

① イエテボリ都市経営の構造

イエテボリ都市経営の基本的な特徴は,フ

ットルース な企業の集中が生み出す需要や集

積利益 を,コ ミュー ンの財政運営 とカ ンパ ニ
ーの経営 を通 じて地域 内に再投資 し,地 域経

済の活性化 に繋 げ る戦 略にあ ると言 える。同

時に,カ ンパニーの企業経営上の優位 は,企

業の集中 と人口増加 に伴 う需要の拡大 を,経

営の安 定/拡 大 に結 び付 け ることに成功 して

いる点にある。他方で雇用 と市民の所得水準

の増加 とを背景に,コ ミュー ンの財政基盤で

ある地方所得税 の増収 を実現 してお り,税 収

の増 加 は福祉 や文化/教 育 な どの手厚 い基礎

サー ビスを財政的 に支えてい る。さ らに主要

な課 題であ るセ グリゲーシ ョンの拡大 に対 し

て,母 国語教 育や選挙権の行使 な ど民主主義

理念 の普及 と共 に,移 民集 中地域 での ミクス
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ド ・デ ィベロプメン トが進め られてお り,地

域社会の安定 とコ ミュー ンの税収基盤の確保

に も貢献 している。

② 財政の構造 と運営 スタイル

イエ テボ リ財政 運営 の一つの特徴 は,会社

形態での事業実施と地区議会への権限委譲と

いう分権型の財政/政策運営にある。その特

徴は以下のように纏められる。

第一 に,コ ミュー ン財政 とカ ンパ ニー との

役割分担 を初め,経 営上の責任 を明確 にした

システムになってい ることであ る。一方では

地方税収入 を主体 と した財政収入で,教 育 と

福祉に重点 を置い たサー ビスを,地 区議会の

責任の下に提供 してい ること。他方で産業政

策や収益性 を持つサー ビスは,カ ンパニーの

形態に よる収益事 業 として,市 場 メカニズム

を通 じた営業収入 と市場 か らの資金調達な ど

で運営 してい るこ とであ る。

第二に,分 権型の財政構造であ る。地区議

会の特徴 の一つは,委 譲 される財政規模の大

きさであ り,コ ミュー ン全体の政策執行の基

本的な部分 を担っている。それ は手続 き的な

正統性 を根拠 とす る伝 統的な意思決定ス タイ

ルか らの転換 を通 じた,分 権 ・評価型の財政

運営 ス タイル として特 徴付 け る ことが出来

る。 同時 に注 目され るのは,各 地 区間での所

得格差 の拡大 に伴 う財源 の再配分 システムで

ある。 コミュー ン財政は,各 地 区へ の補助金

支出を通 じた財政再配分 の役割 を果た してい

る。それは地区議 会の議員が,地 域 の直接選

挙で選 ばれていない ことな どの批判 を受けな

が らも,地 域住民 に密着 した政治への改革 と

して特徴付 けるこ とが出来る。

③ 市民運動 とコ ミュー ン財政

コミュー ンの財 政運営 に対す る,住 民の直

接 ・間接的 な影響力 とい う視点か ら評価 した

場合,地 区議 会が責 任 を持つ初/中 等教育や

福祉事業へ の財政上 の手厚 い配分は,国 レベ

ルでの制 度 を背景 と しなが らも,コ ミュー ン

と住民 との相互関係 を示 してい る。マ ヨナの

学校統合反対運動 や高所得者の多 い三つの地

区の独立要求は,市 民が納税 者或 いは政治的

決定の主体 として,コ ミュー ン政治に直接対

峙 した事例である。 これ らは,市 民 を公共サ

一ビスの受 動的な受 け手 と しての側面か らの

み捉 え る福 祉 国家観 に再 考 を促 す もので あ

り,政 府部門 と政党 そ して市民社会 との動 的

な関係 を捉 える上 で,新 しい視点 を要求す る

もの と言える。 イエ テボ リの分権型財政運営

の評価 と今後 の課題 は,こ う した視 点か ら検

討 されるべ きであろ う。

(注)

16)以 下,FABに ついては,筆 者が2008年3月 に

AndersThoren(FAB)に 行 っ た イ ン タ ビ ュ

ー
,及 びFABの 資 料 に よ る 。

17)PressreleasefromStatisticsSweden2007-

11-13

18)"MetropolitanPolicyinSweden"

http:〃www.storstad.gov.se

19)CityofGothenburg"Gothenburgandthe

MetropolitanInitiative,,

20)以 下,ゴ ル ドス テ ン住 宅ABに つ いて は,

Arsredvisning2007及 び筆者が2007年1月 に

行 った現地 調査での ヒア リングに基づいてい

る。

21)CityofGothenburg``VisionAngered-

AngeredIetttillvaxtperspektive"

22)Westerstahl,」.,"Decentralizationand

IntegrationinGoteborg"ed.byJonsson,Set

a1.,op.cit.,p.242.な お,地 区 議 会 の 発 足 経 過

な ど の 詳 細 は,拙 著 『分 権 型 福 祉 社 会 と 地 方

自 治 』 桜 井 書 店2004年 を 参 照 さ れ た い 。

23)コ ミt,'一 ン と地 区議会 との関係 は,筆 者 が

2007年2月 に行 ったPeterL6nn(イ エ テボ

リコ ミュー ン財政担 当)へ のイ ンタビューに

基づいてい る。

24)Bokenstrand,C.,Brostr6m,B.,Utvardering

AvResurf6rdelningsmodel1,Bokf6rlaget

Bas,1998,ppユ1-17

25)以 下 こ の 項 は,筆 者 が2008年3月 に 行 っ た

RolfSvensson(グ ン ナ ル ド地 区 議 会 デ ィ レ ク

タ ー)へ の イ ン タ ビ ュ ー,及 び"Gunnared

Arsredovisnillg2007"に 基 づ い て い る 。

26)ト シ ュラ ンダ(Torslanda)で の 経過 は,筆

者が1998年3月 に行ったG.Ryden(ト シ ュラ

ンダデ ィレクター)へ のイ ンタビュー に基づ

いてい る。詳 しくは前掲拙著を参照 されたい。
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27)Kuosmanen,J.,"Mobilisation,Networksand

LocalCitizenParticipatiollintheMajorna

DistrictofGoteborg"inAndren.M.,edLocαl

CitizenshipCEFOS2007な お こ の 項 は こ の 論

文 の 他,筆 者 が2007年1月 に 行 っ た

Kuosmanenと の 討論,及 び同年3月 に行っ

たマ ヨナ地域 の活動家のBengtThoresonへ の

イ ンタビューに基づいている。

28)Jonsson.S.,"ACityAdministrationFacing

Stagnation"SwedishCouncilforBuilding

Research1982pp60-71
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